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光州における市民の抵抗権 
 
村上 俊介 
 
１．光州にて 
 ソウルのホテルを出たのが 8 時過ぎ。それからバスは高速道路を南下し、途中 2 度の休憩を
入れて、光州市に着いたのは予定より 1 時間早く 12 時頃だった。全南大学の正門を通過し、まっ
すぐ進むとその先に時計台の付いた、大学のシンボル的な煉瓦造りの建物があった。「光州事件」
のパンフレットに全南大学正門（現在は建て替えられている）を挟んで学生と機動隊の対峙す
る写真がよく使われているが、その学生たちの背景に大きく屹立しているのがこの建物だ。こ
の日はこの建物に、「歓迎専修大学社会科学研究所訪問団 全南大学 5.18 研究所」の横断幕が
大きく掲げてあった。全南大学内にあるこの 5.18 研究所は 1996 年に設置され、始めは学外に
置かれていたが、のちに全南大学内に移転され現在に至っている。建物の入り口ロビーには当
時の写真が壁一面に大きく掲げてあり、資料室、展示場などが備えられている。 
 早く着きすぎたわれわれを 5.18 研究所所長 Park Man Kyu 教授と、日本語の話せる若い Park 
Jong Chol 氏が研究所内から急いで出てこられ、暖かく出迎えて下さった。お二人の案内で学生
食堂に移動した。ほどなくわれわれに食堂での手順を教えてくれている別の教授が目に入った。
一目で呉在一（オ・ジェイル）教授だと気がつき、私は挨拶に駆け寄った。全南大学訪問はひ
とえに彼のおかげで実現したのだ。呉氏とは 2008 年の夏休み前から光州訪問に関してメール交
換を始めていたし、その後、四方田犬彦著『ソウルの風景』（岩波新書、2000 年）の中で、光
州を訪ねた四方田氏によって呉氏との出会いが詳しく書かれてあるので、その人柄についても
ある程度分かっており、私にとって初対面という気がしなかった。もう一人、呉氏から紹介さ
れ、事前に今回の光州市でのスケジュールすべて（討論会、5.18 記念墓地参拝、5.18 記念財団
訪問）を準備して下さった閔炳老（ミン・ビョンロ）法学部教授とは、2 時から開始予定の討
論会で挨拶を交わすことになる。 
 2008 年春、社研はタイ（バンコク、チェンマイ）を訪問した。その直後、内田弘所長（当時）
が翌 2009 年春の韓国訪問を提案をされた。1993 年春から始めた社研の海外実態調査は、その
年の韓国を皮切りにこれまで 2 年毎に実施してきたのだが、それは準備と実行にかなりのエネ
ルギーを費やすからだった。しかし、私としても 2008 年度は事務局長として任期最後の年でも
あったから、ゴール前の奮起にやぶさかではなく、また 16 年前の訪問時から現在に至るまでの
変動を経て、今や尊敬すべき隣国であるこの国の現状を表面的にでもいいから実際に見たい気
持ちもあったので、所長の提案に賛成した。 
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 準備は私が壇国大学と光州（全南大学）訪問を担当し、ソウルの韓国労働問題研究院と蔚山
（現代自動車）および釜山（人的資源開発研究所、金型メーカー）を研究会担当の宮嵜晃臣氏
（現事務局長）が担当した。宮嵜氏の担当領域では、蔡芢錫経営学部教授、姜徳珠商学部兼任
講師に大変お世話になった。壇国大学との交渉では現在専修大学客員教授である宋貴英檀国大
教授がすべて仲介の労を取って下さった。そして光州に関しては、町田俊彦事務局員（現所長）
を介して呉在一全南大学教授、そして呉氏の紹介による閔炳老教授と直接交渉し、お二人に何
から何までお世話になった。これらの方々に心から感謝したい。 
 準備した全行程の中で、私自身は特に光州訪問を心待ちにしていた。その理由をこれから綴
ろうと思う。 
 
２．光州決起における抵抗権 
 あの「事件」から、もう 29 年もたった。それについて私がまとまりもつかないまま述べるよ
りも、当時その場にいた呉在一氏による「1980 年 5 月 光州事件、その後の経過と現在」（『中
央大学社会科学研究所年報』第 2 号、1998 年、293－317 頁）を参照してもらえば十分なのだが、
文脈上、簡単に触れておく。 
 1979 年 10 月朴正熙大統領が側近に射殺され、権力の空白が生まれてまもなく、12 月に全斗
煥による軍事クーデタがあった。しかしまだ全斗煥による権力基盤が確立していないこの時期
に、ソウルや釜山で民主化デモが繰り広げられた。こうした情勢下 1980 年春の時点で、かのＴ・
Ｋ生「韓国からの通信」第四冊『軍政と受難』（1980 年）は、韓国民主化への希望に満ちた言
葉を綴っていた。「ああ、いつしか夜が白んでくる。いままでわれわれを励まして朴独裁と戦っ
て下さった海外の友人、みなさまに、心からの感謝をお送りいたします」（同 124 頁）、「ついに
民族的良識が勝利を得るようになるであろうか。こんどは、ソウルの春と書いた。ほんとうに
ソウルの春の訪れをたしかめることができるであろうか」（同 167 頁）。だがそう書かれた直後
の 1980 年 5 月に、あの「光州事件」が起きたのだった。この本の著者は同書第 3 章「ソウルの
春」に続いて、第 4 章のタイトルを「再び暗闇へ」とせざるを得なかった。全斗煥は韓国全土
の民主化運動を武力で鎮圧し、その象徴的ターゲットを金大中の出身地光州に定めた。 
 1980 年 5 月 14 日から始まった学生デモをきっかけに、光州市に投入された軍隊による市民
への流血の無差別弾圧が 5 月 18 日から 21 日まで行なわれ、これに対して市民の側も武装して
抵抗を始めるに至った。21 日、軍隊は市中からいったん退避し、光州市を包囲封鎖した。この
とき光州市はさながら「コミューン」となり、のちになって市内が無政府状態にありながら完
全に秩序が保たれていたことがたたえられている。そして 27 日、軍は市民の占拠する全羅南道
庁ビルを攻撃し、光州市は「鎮圧」された。これがいわゆる「光州事件」である。閔炳老氏に
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よると、公式には死者 157 名。しかし、氏からいただいた資料では、1990 年補償法制定によっ
て始まった犠牲者の補償は、2006 年に終了した第 5 次までで、負傷後の死亡を含めた死亡者 253
名（申請数 335 件）、行方不明者 76 名（同 405 件）、負傷者 3,334 名（同 5,075 件）、連行拘禁
者 1,376 名（同 1,833 件）を対象としている。現在引き続き第 6 次の業務が進行中であるが、
件数は上記の傾向を大きく変えるほどではない。 
 1980 年前後の私のスクラップ･ブックには朴正熙大統領射殺、戒厳令の全国拡大、「光州事件」、
全斗煥の大統領選出、さらに金芝河釈放、そして翌 81 年 1 月の金大中「無期」へ減刑の記事な
どがあり、「光州事件」を前後する当時の韓国情勢に大きな関心を払っていたことを感慨深く思
い起こさせる。「光州事件」については 1980 年 5 月 22 日から 27 日付けまでの大小の新聞（朝
日新聞）切り抜きが 11 枚。5 月 22 日「光州、市街戦の様相」、夕刊には「韓国、今や内乱状態 
市民が光州制圧説」、そして 27 日夕刊には一面大見出しで「戒厳軍、光州を制圧 学生ら死傷
多数｣の文字が躍っている。ほとんどが｢戒厳当局｣発表によって構成された記事ではあるものの、
5 月 27 日付けの記事には、現地情報として「死者最悪の 264 人？」という見出しの、かなり正
確な記事も見受けられる。そして 80 年 8 月 27 日の全斗煥大統領選出の記事と並ぶ連続 5 回の
特集記事「韓国はどこへ 『全斗煥体制』の出発」の中では、「光州事件では、当局発表でも
189 人の生命が失われ」た、とある。 
 この｢光州事件｣に関して、社研には 2008 年夏に、呉氏から、ハングル、日本語、英語の文献
やパンフレット、さらに DVD など多くの資料を送っていただいていた。私の方は 9 月と 10 月
ドイツ・ハレ大学に客員教授として行っていたので、帰国後にやっとそれら資料の中から日本
語と英語のものに目を通し始めた。その中には、1980 年 5 月 26 日、つまり武装した市民が立
て籠もっていた道庁ビルに軍が突入する前日、光州に入った「南ドイツ新聞」在東京特派員ゲ
プハルト・ヒールシャー氏の 5 月 28 日付の同紙の記事（Gebhard Hielscher, "A Nightmare in Idyllic 
Pastures", in "Kwangju in the Eyes of the World", Edited by Amalie M. Weber, Pulbit Publishing Co., 
1997, Seoul.）など、当時の外国人の証言を編集したものもあった。私は 2000 年とその翌年に
経済学部「社会教養特別講座」で統一後のドイツをテーマとして、ヒールシャー氏に講義をお
願いしたことがあり、その彼が事件当時光州に入っていたことを改めて知って感慨深かった。
彼は 1980 年のその日、道庁ビル内に安置してあった身元不明の遺体 13 体と、道庁ビル向かい
にある尚武館に並べてあった身元確認後の 60 の棺を目撃している。 
 この「光州事件」の現代的評価はどのようになされているのか。呉氏から寄贈された資料の
一つ、『1980 年 5 月の記憶』（Chung Sangyoug, Rhyu Simin (et al), Translated in English by Park 
Hye-Jin, "Memories of May 1980, a Documentary History of the Kwangju Uprising in Korea", Korea 
Democracy Foundation, Seoul, 2003.）に収録された一つのエッセイ「光州はよみがえるか？」（Jung 
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Keun-Sik, "Essay: Kwangju Revived?  Past, Present, and Future"）によると、「光州決起 uprising
の精神は、民主制の手続き上の確立以上に、人間の尊厳、自治的コミュニティ、民族統一の政
治的要求、平和と秩序の維持などのような価値の実現と見なされる」（p.410）のであり、さら
にこの光州決起の三局面－「すなわち 5 月 18 日から 21 日までの特殊戦闘部隊の無差別弾圧に
対する市民の抵抗、22 日から 26 日までの国家機関不在のもとでの市民コミュニティの形成、
27 日の戒厳令部隊の武装弾圧と市民軍の自己犠牲」（p.416）－に分けて次のように評価を与え
ている。 
 第一局面において「「人民の軍隊」は、警棒、銃剣、大量発砲によって子供、女性、老人に対
して無差別の殺戮し、よって「人民」を裏切った。このことが市民の抵抗と武装自己防衛に正
当性を与えるし、戒厳令軍の撤退を招いた。だから光州は不正な国家暴力からの解放を達成で
きた。もっと攻撃的な言葉を使えば、それは国家の不法な暴力に直面して人間の尊厳を守るた
めの唯一の道は、断固たる抵抗を通じてのものであるということを示したのである」（p.417）。
第二局面、すなわちいったん軍隊が市中から撤退し光州市を厳重に包囲した数日間に、「光州は、
国家管理の不在の中で秩序を維持する人間的能力に対する信頼を表現した。完全な身体的･心理
的孤立の中で、市民は相互の同意と集会への参加を通じて、一つのコミュニティを発展させた。
この自治の経験は歴史上前例のない理想的なものであり、多分二度と再現するのは無理だろう」
（p.417)。そして道庁ビルに軍が突入した 5 月 27 日の第三局面において、「韓国社会には、死
のリスクがあるにもかかわらず、民主主義の勝利と歴史的進歩に忠実に、自らを犠牲にする意
志のあったヒーローが存在したということである。幾人かの市民軍は、5月 27日のあけぼのに、
自らの生命をかけてシンボル的な郡庁ビルを守るために、暴動（鎮圧）作戦に立ちはだかった。
ここで強調しなければならないことは、彼らの死が自らのすすんでの「自己」犠牲だったとい
うことだ」（p.418）。 
 このレクイエムと並んで、光州市が編纂した日本語のテキスト『5.18 光州民衆抗争』（光州
広域市 5.18 史料編纂委員会編、2000 年）でも、ほぼ同様の評価を下している。すなわち、第
一に、光州決起は「韓国の民衆抗争における自主・民主の伝統を継承」・発展させたものであり、
第二に、その後の民族民主運動の成長に寄与したこと、第三に、「光州民衆抗争は、人間の自然
の権利である抵抗権の正当性を、また抵抗の手段としての「武装抵抗」の合法性すら、はじめ
て認めさせた」。そして第四に、全斗煥「政権の正当性と道徳性を否定する契機となり、結局、
その政権を崩壊させるのに決定的役割を果たした」。この部分は、光州市による光州広域市日本
語版サイトの中の「光州民主化運動」を紹介した箇所にそのまま掲載されている
（http://jpn.gjcity.net/index.jsp 参照）。 
 以下の考察への関係上、上記第三「抵抗権」に関する文章全体を改めて引用しておく。「西洋
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の歴史とは異なり、韓国ではそれまで、権力に対する武力抵抗が歴史的には認められない傾向
があった。しかし、光州民衆抗争は、人間の自然の権利である抵抗権の正当性を、また抵抗の
手段としての「武装抵抗」の合法性までを、はじめて認めさせたという意義を持っている。権
力者によって「武装暴徒による暴動」とみなされた光州民衆抗争は、国家の次元で「光州民主化
運動」として認められた。1894 年に起きた甲午農民戦争、1896 年以降数年にわたっての義兵闘
争などではまだ公式には確保されていなかった民衆のもっている権利が、光州民衆抗争では認
められたのである。」（『5.18 光州民衆抗争』、64－65 頁）。 
 私はこの「光州決起」の意義を称揚する二つの資料から、詳しく引用した一点、つまり「人
民の抵抗権」の主張に驚いた。上記エッセイ「光州はよみがえるか？」の中で、この筆者は「市
民の抵抗権と武装自己防衛の正当性」を主張し、さらに「もっと攻撃的な言葉を使えば、それ
は国家の不法な暴力に直面して人間の尊厳を守るための唯一の道は、断固たる抵抗を通じての
ものであるということを示した」と述べた。そして光州市編纂による『5.18 光州民衆抗争』で
は、人間の自然権としての抵抗権の正当性、さらに武装抵抗の合法性をすら論じているのであ
る。私は、この主張に新鮮な驚きを感じるとともに、かつ光州市の大胆かつ正当な主張に敬意
を表する。しかし、公けにこの議論が承認されるかというと、ことはそれほど簡単ではないだ
ろう。 
 政治的近代の幕開けであるイギリスにおける 17 世紀の市民革命期、トマス・ホッブスとジョ
ン・ロックは、市民の抵抗権を彼らの国家論ないし政府論の論理の中にしっかりと組み込んで
いた。市民革命は人民の生存権を自然権として前提し、その侵犯に対する「抵抗権」を根拠と
するものであったと言ってよい。しかし、革命を起こした当の勢力が、いったん権力を握るや
いなや、自らの権力の成立根拠を事実上捨て去ってしまう。イギリスにおいて、ときの政府は
チャーチスト運動の正当性を認めただろうか。支配の側は、支配の正当性と合法性を自ら否定
することは決してない。それゆえ支配の側からはその支配を脅かす人民の抵抗権を正面から認
めることは、ありえない。 
 私は資料を読みながら、ほぼ同時にドイツにおけるナチズムへの抵抗運動に関する議論を思
い浮かべていた。 
 
３．ナチズムへの抵抗運動 
 1994 年 7 月 20 日、在外研究で滞在していたベルリンで何気なくテレビを見ていると、当時
のコール首相が演説をしていた。場所はベルリン市の通称ベンドラーブロック中庭。この建物
は、統一後に新たに出現したポツダム広場の新都市空間に隣接する文化フォーラム（国立図書
館、ベルリン・フィル、新ナショナル･ギャラリーなどがある）のすぐそばにある。戦前の軍事
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務局で、現在も連邦国防軍の施設の一部であり、1944年 7月 20日ヒトラー暗殺未遂事件の「ヴァ
ルキューレ作戦」本部だったところだ。現在はドイツ抵抗運動記念館になっている。この場所
で 1994 年、当時の政権党キリスト教民主/社会同盟と連邦国防軍によって、ヴァルキューレ作
戦 50 周年が「ドイツ抵抗運動」（正確にはナチズムに対する「ドイツ人による抵抗運動」）記念
として大々的に祝われたのだった。なお、この 7.20 事件は 2008 年ハリウッドで映画化された。 
 このときの式典には事前に様々な議論があった。当時の野党社会民主党は、キリスト教民主/
社会同盟が、政治的にふさわしい抵抗闘士だけに栄誉を与えていると批判し、他方で、暗殺未
遂事件の実行者フォン・シュタウフェンベルク大佐らの遺族は、ベンドラーブロック抵抗運動
史記念館にヴァルター・ウルブリヒトやヴィルヘルム・ピークなどの旧 DDR 指導部の連中も、
ナチ支配下の抵抗運動の一員として展示されることに不満を述べ、当時の大統領ヘルツォーク
がこの不満に軽率にも同調していた。 
 私はすぐにアパートを出て、ベンドラーブロックに行ってみた。幸いなことに式典は終わっ
ていたので、スムーズに抵抗記念館に入ることができた。館内を巡り、各展示ブースに置いて
ある解説パンフレットをすべて手に入れ、さらに事務室に展示してある抵抗史研究の資料をで
きる限り「もらった」。それらは、寄付金箱を無視する「気力」さえあれば、すべて無料での入
手が可能だった。ちなみに、当時は各州にある「政治教育活動のためのセンター｣でも多くの資
料や書籍が無料で入手できた。現在では制限があり、とくに外国人の私の場合はもはや無料で
はなくなっているが、当時はこうしたシステムに感動したものだ。それらの資料をもとに、私
は帰国後『社会科学研究所月報』（1995 年 1 月号）に「ナチズムへの抵抗運動と戦後ドイツ－
遺産の継承の仕方－」を書いた。 
 その小文の中で私の言いたかったことはこうだ。まず戦後のドイツ人にとって、また統一後
のドイツにとって、1933 年から 1945 年の間、すべてのドイツ人がナチズムに同調・傾倒して
いたのではなかったこと、これを世界に向けて強調したいはずだ。ただし、とりわけ 1990 年ド
イツ統一後にあって、旧 DDR の指導部となる連中の抵抗運動、あるいは社会主義者の抵抗運動
の方はむしろ矮小化したい。何せ1994年当時の統一ドイツは、脱社会主義･脱DDRの風潮のまっ
ただ中だったのだから。ただしフランスのレジスタンスのようなまとまりを持った運動はドイ
ツにはなかった。だがドイツ人特有の集中的な研究によってほんの小さな抵抗運動まで網羅し
徹底して調べ上げ、その中でとくに 7.20 事件に光が当てられる。もっともいくら何でも 7.20
事件だけを「ドイツ抵抗運動」とするわけにはいかないので、左から右までの活動すべてを包
括すべく、それらを「良心と人間の尊厳」を守る営為だったとして、イデオロギーを脱色する。
こうして「ドイツ抵抗運動」が政府主催で記念されることになる。しかしそうはいっても式典
をやったのが 1944 年 7 月 20 日事件 50 周年の当日であり、かつ連邦国防軍共催で、その事件の
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本部であったベンドラーブロックを式場に使うのだから、かのヴァルキューレ作戦を抵抗運動
の主役にしようとする意図は誰の目にも明らかだった。 
 ところで、そうした努力に水を差すようで悪いが、はたして 7.20 は「ドイツ抵抗運動」記念
日にふさわしいのか。ヴァルキューレ作戦とは、軍部にいれば容易に予測できたであろう敗戦
必至の状況（同年 6 月連合軍ノルマンディ上陸！）を察知した軍部の一部による、民衆への広
がりを持たない自らの生き残りを賭した軍事クーデタ計画であり、かつその方面では専門家で
ある軍人による爆弾使用にもかかわらず、「狼の砦」での爆発はヒトラーにかすり傷しか負わせ
ることができず（偶然の要素が重なったにしろ）、爆破直後のベルリンで計画に沿ってゲッペル
スを逮捕に向かった部隊は、ヒトラーが生きていると知ると、彼の前から引き下がっている。
私ならこれを「ドイツ抵抗運動」の頂点に位置づけるのをためらう。 
 もし実効性のあった抵抗運動を挙げるとすれば他に何があっただろう。｢白バラ」グループか。
これも彼／彼女らの悲壮な決意にもかかわらず、ミュンヘン大学の校舎からビラを撒くという
自殺的な方法は、われわれに悲しみしか与えない。では「クライザウアー・グループ」か。こ
こは若いモルトケ伯爵など名門貴族がペダンティックに戦後社会のあり得べき像を語り合って
いたサークルだった。ヒトラーは 7.20 事件を機に、そういう程度の連中も容赦せず死刑にした。
私の見るところ、最も実効性を持ったグループは「ハルナック／シュルツェ＝ボイゼン」の組
織（ゲシュタポによる命名「赤い楽団」）だ。アルフィート・ハルナックは帝国経済省の上級行
政官でありかつナチ党員にもなってる。ハーロー・シュルツェ＝ボイゼンは帝国空軍省で働い
ていた。彼らはナチの懐深くにいて知り得た情報をビラや、あるいは国外に無線で知らせた。
彼らはソ連にシンパシーを持っている確信的社会主義者だった。このグループは 1942 年末に
119 人が逮捕され、約半数が死刑になっている。しかし、中心人物が社会主義者であり、まし
て情報をソ連に伝達していたのだから、キリスト教民主／社会同盟としては、1994 年の時点で、
彼らを中心に据えて称揚しようはずはない。 
 ともあれコール首相（当時）は、式典での演説の中で、1944 年 7 月 20 日の軍部クーデタ未
遂事件とは「人間の尊厳と自由、正義と真理のため」のものであった、と特徴付けた上で、傾
聴に値する次のような信念を表明している。いわく「この日は、それぞれ個々の人間の尊厳が
国家のすべての権力に優り、上位に位置すること、そのことを常に思い出させるでしょう。個々
の人間の尊厳は、いかなる理由付けも必要としない絶対的な価値なのであります。政治はこの
価値を左右することはできず、無条件に尊重しなければなりません。人間の尊厳は法の支配の
下でのみ有効に守られるのであります。この確信こそが 1944 年 7 月 20 日の最も重要な遺言で
あります。」（Süddeutsche Zeitung, 21. Juli, 1994）保守党の党首であるこの首相にして、個人の
尊厳を何よりも強調するこの演説に、私は素直に敬意を表する。個人の尊厳を国家権力の上に
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位置づけるという思想から、国家権力に対する市民の「抵抗権」承認へはもうほんの一歩であ
る。だから私は上記の『社研月報』論文の最後に次のように書いた。「7.20 事件を顕彰するこ
とは、突き詰めれば国家に対する市民の抵抗権を再確認させることにつながりはしないか。「抵
抗運動」の残したわれわれへの遺産はまことに「もろ刃」である」（21 頁）、と。 
 ただし、ことはそれほど簡単ではない。ドイツ抵抗運動に関する包括的な研究書を編集し、
ベンドラーブロックの抵抗記念館の学術監修を行なっていた、ベルリン自由大学（当時）のペー
ター・シュタインバッハは、この抵抗権についてかなり入りくんだ議論を展開している。結論
から言えば、彼はドイツ抵抗運動を称揚しつつ、同時に国家権力に対する市民の抵抗権を否定
するという荒技をやってのけるのである。 
 彼は 1987 年『抵抗－理論と歴史の間の一つの問題－』（Peter Steinbach(Hrsg.), "Widerstand, Ein 
Problem zwischen Theorie und Geschichte", Verlag Wissenschaft und Politik, 1987, Köln.）というナ
チ政権下でのドイツ抵抗諸運動に関する研究を組織･編集し、その中で、「抵抗権」の意味につ
いて論じている。彼はまず抵抗思想の伝統を古代にまでさかのぼり、ギリシャのポリスでは、
「正義 Recht とは、政治的共同体化の始まりにおいて、（国家権力の乱用に対する……筆者）抵
抗のための国家以前的あるいは国家以前的であると考えられていた正義 Recht とまさに同じも
のである」（S.14 )。そして中世における抵抗思想とは、「支配者の命令が神の掟や道徳的な掟（＝
正義……筆者）に矛盾する時、不服従の義務を理由づけることが重要だった。今日まで、トマ
ス・アクィナスによる支配者の暴力制限の規定は、陵駕できないものである」（S.15）し、また
他面、宗教理論とは異なる政治思想としての抵抗理論も同時期に出現した。すなわち「もしあ
る領主が旧来の正義を壊し、合意に違反する時、彼は人民と国王の間の信頼関係を終わらせた
ことになる。彼は誓いを壊し、神を否定した。つまりそういうやり方で、人民が自らの権利を
守るために国王に対して進軍し、さらには神のためにも戦うことを、この領主は正当化したこ
とになる。この考え方の古典的な表現が 1215 年のマグナ・カルタに見いだされる」（S.16）。 
 ここからシュタインバッハの論理は少し飛躍する。市民革命期の抵抗権に目配りをせず、古
代中世からすぐにナチ政権下での抵抗運動についての考察に入る。彼はここで Widerstehen と
Widerstand という語を使い分ける。私には言葉上のニュアンスの違いを感覚的にはなかなか理
解できないのだが、文脈から察するに、前者にいわば現代の「プロテスト運動」の意味を含ま
せ、後者を伝統的ないわゆる「暴君除去」型の運動としているようだ。その上で、ナチ・レジー
ム下では「正しい時の Widerstehen」がなされるには遅すぎたので、その結果としてナチによっ
て人民の生命が危険にさらされることになってしまい、ことここに至っては伝来の Widerstand
が許される、とする。すなわち「ナチズムが人種に対する戦争、人民全体に対する戦争、そし
て最終的には、社会民主主義者の法律専門家アドルフ・アルントが時効論争の中で言ったよう
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に、子供・女性・精神障害者・カトリック・そしてナチの搾取要求に反抗した占領地の住民、
こうした人々に対する戦争を行なったのであるということは、あまり認識されていない。この
攻撃が根本において抵抗 Widerstand のいかなる手段も正当化する」（S.22）というのである。 
 同時に 7.20 事件とは、「悪に対する反抗 Auflehnung なのであり、それは最後の手段としての
暴君除去 Tyrannenmord（直訳すれば「暴君殺害」）なのであり、結局は戦争の恐怖の中でもま
だ広くナチズムと同一化されている国民の中での、信念を持った活動なのである。……すなわ
ち 1944 年 7 月 20 日のテロは正しい時の抵抗 Widerstehen ではもはやなかったのであって、最
後に可能だった瞬間における抵抗 Widerstand の試みは、むしろナチストの支配に適合的なシン
パシーの広い波を引き起こしたのだった」（S.23)、とシュタインバッハは、あのヒトラー暗殺
未遂事件を正当化しながらも、その問題性、つまり孤立した抵抗であった問題性を、それ以前
の「正しい時の抵抗 Widerstehen」がなかったことに求めた。 
 だから彼の論理は、7.20 を弁護することによって、人民による「抵抗権」の正当性一般を語
るわけではないし、むしろそうならないために「正しい時の」Widerstehen と、Widerstand を区
別した。それゆえに彼は冒頭部分で次のように釘を刺していた。いわく「このテーマは国家に
対する敵対性そのものとは関係なく、また転覆、反乱、暴動、革命を喜ぶ気持ちとは関係ない
ということは明白である。それはドイツ連邦共和国の基本的価値の秩序を問題に付したり、け
なしたりするような試みとは、まったく関係がない」（S.10)、と。 
 彼が現代において肯定しうるのは、Widerstehen の方である。「正しい時の抵抗 Widerstehen
が意味するのは、国家の普遍的原理、しかも具体的な政治を常に問題に付すことであり、国家
とその中で生きる人々が危機にさらされる重要な契機を見分ける言辞や思想によって、抑圧の
諸傾向を感知することである。民主主義は絶え間のない抵抗 Widerstehen と絶え間のない批判
を求めており、しかもまたこの批判が憲法の中にある形式の中に統合されることを求めている。
われわれが今日、抵抗 Widerstand をナチズムに対する抵抗と等値するならば、それは致命的な
誤りである。それはすでに外見上確認されている。今日のプロテスト運動、すなわちその「要
求」はまったく異論が唱えられるべきものではなく、いかなる個人的な中傷に対しても保護さ
れるべきものなのだが、このプロテスト運動は、完全な公開性の枠の中で展開される。過去、
主導的なデモの仲間の活動や、テレビカメラやジャーナリストの活動に信頼を置くことのでき
る抵抗運動が、どこに存在しただろうか」（S.23)。さらに「抵抗 Widerstand は常に最後の手段
であった。それは暴君を排除したり、法 Recht の支配を実現するためであり、世界観上のアイ
デンティティと不可侵性を守るためである。今日、連邦共和国においてどこに暴君が統治して
いるだろうか、今日、連邦共和国においてどこに憲法がゆがめられているだろうか、どこに法
の支配が廃棄されているだろうか」（S.23-24）。彼はこう述べて、7.20 のヒトラー暗殺未遂事件
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としての抵抗運動を、現代において一般化すること、あるいは現代へつながる通路を遮断する。 
 では彼における、現代語りうる「抵抗 Widerstand」とは何か。「ワイマール共和国の時代とナ
チズムの下で人々に負荷をかけ、一定のふるまいのあり方を引き起こした不安、恐れ、刺激は
何ら克服されてはいないし乗り越えられてはいない。われわれはさらに危険にさらされており、
この自己危機から抵抗を行なわなければならない。このことは連邦共和国の憲法秩序にとって、
憲法と一致した尺度を発展させ、憲法を前提とするような基本的価値を指向する行動様式を実
践するため、基本法の基礎から出発するということを意味している」（S.26）。つまり抵抗とは
現体制に対する「抵抗」ではなく、現体制に対する抵抗への抵抗、すなわち現存秩序破壊活動
に対する抵抗なのである。この抵抗は「法に基づいて認識され、法と結びついた現存秩序を維
持することに用いられる」（S.27）というわけだ。 
 ドイツ連邦共和国基本法第 20 条に、1968 年に緊急事態法の成立に伴って追加された第 4 項
には次のようにある。「連邦共和国の秩序を取り除こうと企てる者に対して、もし他の救済措置
が不可能であれば、いかなるドイツ人も抵抗の権利 Recht を持つ」。シュタインバッハの現代に
おける「抵抗権」論は、この緊急事態法とペアになっている基本法第 4 項に沿ったものである
ことが分かる。すなわちこれは、国家の恣意に対する市民的抵抗権というものとは、まったく
異なる、現体制への転覆行為への抵抗権というものである。 
 ところでこの 1987 年の『抵抗』におけるシュタインバッハの議論には、上述したように、飛
躍があった。すなわち、中世までの人民の抵抗権の伝統を論じたあと、すぐに現代に目をやり、
体制破壊的抵抗 Widerstand と、体制内的抵抗 Widerstand を区別した上で、7.20 に代表されるナ
チズムに対する抵抗 Widerstand を中世以来の抵抗権の伝統として肯定しながらも、本来あるべ
き「正しい時の」Widerstehen がなかったことを問題とした。その上で、現在語られるべき抵抗
Widerstand とは、現体制の転覆を狙う試みに対する抵抗であると規定する。ここには近代市民
革命における抵抗権について論じられていないばかりか、その後の社会主義革命における抵抗
権への評価も述べられていない。この点を補ったのが 1994 年にシュタインバッハが編集した
『ナチズムに対する抵抗』だ（Peter Steinbach/Johannes Tuchel (Hg.), "Widerstand gegen den 
Nationalsozialismus", Landeszentrale für politische Bildungsarbeit･Berlin, Bonn, 1994）。これまた 672
ページに及ぶ「ドイツ抵抗運動」の網羅的な研究書である。以下に参照する部分は、この書の
第一部「抵抗の起点」の総論部分であり、筆者名はないが、内容と文体からして彼によるもの
であることはほぼ間違いない。 
 彼はここで前論文と同様に、トマス･アクィナスやマグナ･カルタを援用しながら、古代から
中世にかけての抵抗権の伝統について述べたあと、ホッブスとジョン・ロックについて言及し、
特にジョン・ロックにおける抵抗権に着目した上で、以下のような論理を展開した。「近代の立
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憲的民主主義のための発展を決定的に特徴づけたジョン･ロック（1688 年の名誉革命の同時代
人）の成果の大きな政治的理論において、はじめて非常にはっきりと支配者の義務が定式化さ
れている。その義務とは、支配者の臣下各人の生命、安全、所有、自由を守るという義務であ
る。この目標のいかなる侵犯も、抵抗権の正当で個人的な行使のための前提を作り出す。個人
は国家･社会形成の途上でも、この抵抗権を放棄することはできない」（S.30）。さらに、この抵
抗権はアメリカ独立戦争やフランス革命に引き継がれ、ここに人権･市民権と出版･集会･結社の
自由が保証されるに至った。ここまでは何の問題もない。 
 しかし、19 世紀になるとこのように成立した国家に対抗して、社会的諸勢力が抬頭し、国家
権力を得ようとしはじめた。そして 20 世紀になると、ロシア革命を代表とする「20 世紀の諸
革命は常に内戦であり、それゆえ 19 世紀には権力分割によるリベラル民主主義的で自由な憲法
と、権利と政治的支配の結びつき、この二つを実現しようとした原理、すなわち平等･安全･個
人の保護の原理、これを 20 世紀の諸革命は除去することを目的とした。抵抗権は、全体主義的
な独裁の経験の影響の下で、もはや単なる国家の恣意からの防御として正当化されることはで
きず、それは一つの対抗力を得た。すなわち国家を奪い、その権力掌握によって全体的な支配
を獲得しようと努力する社会的運動の包括的な支配要求に対立する対抗力 Stoßrichtung とし
て」（S.31）。こうして今や抵抗権とは全体主義的な独裁への抵抗権として読み替えられること
になる。当然、ナチへの抵抗権もこの意味において位置づけられるのである。 
 「ドイツ抵抗運動」記念館を学術監修し、その事務局に置かれる多くの資料の編集に携わっ
たシュタインバッハは、まず抵抗権の古代から近代に至る伝統とその正当性を振り返り、そこ
から一転して抵抗権の意味転換をする。その上で、抵抗権とはロシア革命とナチズムによって
行なわれた全体主義的な独裁への抵抗権として位置づけた上で、現在の連邦基本法第 20 条第 4
項に沿うかたちで、現存秩序を破壊しようとする試みに対する「抵抗権」へと読み替えていく。
そしてあり得べき抵抗としては現存秩序の枠内でのプロテスト Widerstehen に限定される。だ
が、その場合、もし抵抗権が「単なる国家の恣意からの防御として正当化されることはできな
い」のであれば、ナチズムへの抵抗運動はどうなるのか。いくら彼が抵抗権の意味転換をしよ
うとしても、あれが「国家の恣意からの防御」という性格を持たないと言えるのか。 
 支配される側の抵抗権はそもそも支配の側からは認められえないものだ。支配の側は自らの
支配の正当性を主張しうるし、それは必然でもあるが、仮に抵抗権を認めるとなると、自らの
支配の正当性を否定することになる。だから抵抗権は否定される。私はドイツは現在も尊敬す
べき民主主義国家であると思うが、もし万々一あの国が抑圧的な国になったとして、市民の抵
抗権をときの権力は認めるだろうか。いや逆に、その抑圧に「抵抗」する人々に対して、基本
法第 20 条第 4 項を用いて「合法的」にその抵抗は排除されるだろう。つまり基本法第 20 条第
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4 項は、普通一般に表象しうる国家に対する抵抗権の否定である。 
 ナチズムに対するドイツ人の抵抗について、最も包括的に研究し、かつ最も広く研究を組織
しているシュタインバッハ氏は、抵抗権について語るのに、失礼ながら最もふさわしくないの
ではないかと思う。 
 
４．再び光州にて 
 3 月 17 日午後 2 時より、5.18 研究所 2 階の一室で合同討論会が始まった。事前の交渉で、私
は呉在一氏と閔炳老氏のレクチャーのあと、お二人からわれわれの質問に答えてもらうかたち
にするようお願いし、特に呉氏からはレクチャーの内容に関するわれわれの希望について打診
があったが、私としては、その時その場にいた経験とその後の考察を自由にお話いただきたい
とお願いしていた。結局、氏の提案で、講話の内容はすでに中央大学社会科学研究所で話し、
活字にしたものを中心にすることになっていた。すでに紹介した「1980 年 光州事件、その後
の経過と現在－自治体に与えたインパクト－」（『中央大学社会科学研究所年報』第 2 号、1998
年）である。 
 呉在一氏は概略次のように語った。「5.18 について。9 時半頃、大学正門で軍と学生が初めて
衝突をした。正門から中に入らせまいとする軍と、それを突破しようとする学生の衝突だった。
それから軍の無差別弾圧が始まるが、大学構内で教員も職員も乱暴され逮捕された。なぜ軍人
が民衆をなぐるのか、これまでありえないと思っていたことが起きた。われわれには信じられ
ないことが起きた。だからなおさら他の地域の人にとっては信じられないことだろう。5.18 は
自己防衛だった。それから 10 日間、軍に包囲された光州では犯罪が起きなかった。無政府状態
の中で良い秩序が保たれたのだ。多くの人が殺されたが、全南大生は 4 人である。知識人は危
機的状況が分かるので逃げる。殺されたのは普通の人たちだった。私自身も道庁ビルへの籠城
中、軍の突入占領直前に突入の情報を得てビルを出た。この 5．27 未明、軍の突入時に学生は
死ぬが、17～19 日の民衆と軍の衝突の際には学生は殺されていない。私はしかしその同時代人
として、かつ、その運動に参加した者として、いつも 5．18 になると胸が痛み、生きているの
が罪ではないかと思い続けている。」 
 次に閔炳老氏の 5.18 研究所の紹介が行なわれた。この研究所は、5.18 光州民主化運動に関す
る持続的な資料収集と研究、アジアのデモクラシーと人権に関する研究、韓国のデモクラシー
と人権に関する体系的な研究を目標とし、研究課題として、アジアの国家暴力と人権、デモク
ラシー拡大と見込み、比較論的観点で見た 5.18 民主化運動の三点が挙げられる。主要な活動と
事業は、学術雑誌「民主主義と人権」発効、あるいは大学内の世紀教養科目「5.18 と民主人権」
の運営、その他、学術大会やアーカイブの運営などである（以上、氏によるパンフレット「全
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南大学 5.18 研究所紹介」より）。また、閔氏は、1990 年から始まった、第 1 次から第 6 次にわ
たる「光州民主抗争」の国家賠償問題についても紹介された。 
 質疑に移り、私は早速「抵抗権」について質問した。ヨーロッパにおける市民革命期に確か
にホッブスやジョン・ロックらが、社会契約論を展開して、権力の側が市民との契約に違反し
た場合、つまり市民の生命に危機を及ぼす場合、抵抗権を行使することができると述べた。ド
イツではナチズムに対するドイツ人の抵抗運動があり、現在では特にヒトラー暗殺未遂事件に
焦点を当てて、これが正当な抵抗権の行使として認められてはいるが、しかし非常に限定的な
承認であり、抵抗権そのものは幾重にも慎重に取り扱われている。光州では市民によってだけ
でなく、光州市自らが 5.18 について「民衆の武装抵抗権」を認めている。これは非常に思い切っ
た判断だと思う、その点について韓国ではこれが一般的な認識になりえているのか。これが私
の質問であった。 
 この質問に対して閔炳老氏は概略次のように答えた。1979 年の朴大統領暗殺後、全斗煥の 12
月クーデタと翌 1980 年の 5.18 が続く。直後に、全斗煥が大統領となり、さらに彼の盟友盧泰
愚が大統領が引き継ぎ、1993 年文民出身の金泳三大統領が生まれる。この政権下の 1995 年に
「5.18 特別法」ができて、光州事件は名誉復権し、5.18 の責任者を処罰することができるよう
になった。しかし、その責任者たる全斗煥と盧泰愚が政権を握っていた時期（1980 年から 1993
年まで）があり、その間は裁こうにも裁けないので、この間は時効対象にならない。こうして
5.18 の彼らの「犯罪」は、憲法秩序破壊犯罪の時効等に関する特別法によって時効が停止され
た（この事情については、文京洙『韓国現代史』、岩波新書、2005 年、209 頁参照）。 
 その上で、5.18 民主化運動が正当であったという論理は、まず全斗煥の 12 月クーデタが「軍
事反乱」であると解釈され、首謀者である全斗煥と盧泰愚に上記特別法によって有罪判決が下
された（のち特赦にて釈放）のであるから、従って 5.18 の光州市民の戦いは、憲法秩序破壊犯
罪に対する憲法維持のための戦いであった、ということになる。ただし、これ自体は抵抗権の
公認というわけではない。しかし「光州事件」そのものは、全体としてこのようにして正当化
された。もちろん、抵抗権を認める人もいる。光州市はそうだ。また憲法改正討議の中で、抵
抗権を明記するかどうか議論はあったが、実現はしていない。以上が閔氏の回答であった。 
 このあと、私たちは呉氏と閔氏の案内で、記念墓地とその裏手にある最初に埋葬された墓地、
そして記念財団にバスで移動することになるのだが、そのバスの中で私は呉在一氏の隣に座り、
抵抗権について、また閔炳老氏の見解についてどう思うか尋ねてみた。彼によると、閔氏の見
解は、法的な解釈であって、私にとっては抵抗権というよりも、「正当防衛」だった、と理解し
ている。全く理不尽な突然の軍の暴力に対して自己防衛をせざるを得なかったのだ。これが彼
の見解だ。この「正当防衛」という理解は、われわれは討論会の中でも彼から何度か聞いてい
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た。 
 私はこの「正当防衛」論でよいと思う。お二人とも「抵抗権」について、直接答えてくれた
わけではないが、それはすでに述べたような次第で込み入ったイシューなので仕方がない。市
民の「抵抗権」は、市民が主張しうるものであり、支配の側はそれを支配の論理の中に組み込
むことはない。それゆえ市民の側の「抵抗権」の公認ということはありえないだろう。それは
ドイツにおける抵抗権の議論を見てもよく分かるはずだ。そうだとしたら、光州における市民
の決起の正当性を広く浸透させるには、呉氏の言われる「正当防衛」論でよい。私見ではある
が、国家によって生命の危険にさらされた市民が、自らを防衛する権利としての「正当防衛」
には、国家権力の恣意に対抗するという意味で実質的に抵抗権を孕んでいるはずだ。 
 
 記念墓地からの帰り、バスの中で呉在一氏にもう一つ質問をしてみた。光州市民の間にも、
はたして記憶の風化はあるのかないのか、と。われわれにとって確かな記憶の中にあり、特に
当事者であった呉氏にとっては、恐らく人生観･世界観を規定したであろう生々しい昨日のごと
き事件も、すでに 30 年近くも前のことになっている。若い世代にとってはもはや生まれる前の
遠い出来事だ。 
 彼は次のように言う。確かに記憶は風化する。私（呉氏）も、今日久しぶりに記念墓地の付
属施設である展示館に入った。その時気がついたのだが、展示されている写真が以前に比べて、
今日行った印象では、だいぶ変わっている。つまり残酷な写真が減った。たしかに小さな子ど
もには刺激的すぎるものがあるが、それは展示エリアを分けるなりして、子供用と 18 歳以上用
に分ければいいのであって、残酷な写真を取り除いてしまうのは問題だと思う、彼はこのよう
に語った。 
 全南大学 5.18 研究所から記念財団まで、その日われわれの訪問した諸機関、諸施設が、記憶
の風化を防ぎ、記憶の生きた伝承のために、今後とも寄与されんことを。翌朝、われわれは光
州をあとにして蔚山へ向かった。 
